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抄 録
近年，高速フーリエ変換を利用した弾塑性解析および結晶塑性解析方法が着目されている。高速フー

リエ変換を利用した場合，有限要素法のように大規模なマトリクス演算を必要としないため，少ないコン
ピュータリソースで演算でき，大規模な計算が可能となる。本論文ではこの高速フーリエ変換を利用した
結晶塑性解析法について紹介し，鉄鋼材料の相変態時の力学挙動（変態塑性現象）について述べると共に，
fcc 金属における平面ひずみ圧縮時に発達する変形集合組織についての計算例について述べる。

Abstract
Crystal plasticity analyses using Fast Fourier Transform (FFT) numerical scheme are now 

receiving much attention with their computer resource advantages over other numerical methods 
such as finite element since this method does not require a large matrix solution which obviously 
takes computational time. In this research, the crystal plasticity using FFT is introduced and then 
its application to a transformation plasticity analysis will be made. In addition to the transformation 
plasticity analysis, FFT is used to the calculation of texture development formed by a plane strain 
compression in an fcc metal and the results will be discussed.

1.	 緒　　　言

鉄鋼材料の数値解析は，第一原理計算 1)や分子動力学
法 2)のような電子・原子レベルのミクロスコピックなもの
から，境界要素法 3)や有限要素法 4)のようなバルク材の変
形を対象としたマクロスコピックな計算力学を用いて様々
な現象の数値表現が試みられてきた。前者は原子の運動を
ダイレクトに扱うものであり，後者は材料の変形を連続体
力学の視点から扱うものである。一方で，近年有限要素法
を用いた結晶塑性解析が盛んに行われるようになってい
る 5, 6)。これは金属の代表的な変形であるすべり変形につい
て，多結晶体を参照体積要素内での単結晶の構成式の集合
体として扱うことにより，結晶粒サイズのいわゆるメゾス
コピックな変形表現を可能とした。しかし，有限要素法に
よる結晶塑性解析は，計算負荷が高く，3次元で十分な結
晶粒数を有する多結晶体の変形を計算することは困難で
あった。
ところで，Moulinecと Suquetは，高速フーリエ変換を用
いた弾塑性解析法を提唱し，少ないコンピュータリソース

で高精度に数値解析が可能であることを示した 7)。本方法
では，高速フーリエ変換を基礎としているため，境界条件
が周期的境界条件に限定されるという欠点があるものの，
有限要素法のように大規模マトリクスを解く必要が無く，
メモリ量や計算速度の点でメリットがある。さらに，
Lebensohnは高速フーリエ変換を結晶塑性解析に拡張し，
結晶塑性解析においても高速フーリエ変換法が有用である
ことを示した 8)。
そこで本研究では高速フーリエ変換を用いた結晶塑性解
析を考え，そのいくつかの応用例について示す。2.では高
速フーリエ変換による結晶塑性解析の定式化を行い，3.で
その変態塑性現象への適用例について述べる。次いで 4.
では高速フーリエ変換による変形集合組織予測について述
べる。

2.	 高速フーリエ変換による結晶塑性定式化

周期的境界条件下では，参照体積要素（Representative 
Volume Element：RVE）内のローカルな位置 xにおける変位
は，RVE内の平均部分と摂動部分に分けられる。
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 u(x) = u'(x) + ε̄x    （1）
ここで，u'(x)は周期的な摂動変位であり，このときひずみは

 ε(u(x)) = ε(u'(x)) + ε̄   （2）
となる。ただし，< ε(u'(x))> = 0であり，< >は RVE内の体
積平均を示す。
一方で，相変態を伴う熱弾塑性構成関係は速度型の式と

して次式で表すことができる。
 σ̇ (x) = C(x) : ε̇ e(x) = C(x) : (ε̇(x) − ε̇ p(x) − ε̇ th(x) − ε̇ m(x))
      （3）

ただし，C(x)は xにおける弾性マトリクスであり，εe，ε，
εp，εthと εmはそれぞれ，弾性ひずみ，全ひずみ，塑性ひず
み，熱ひずみ，変態ひずみである。ここで，極テンソル τ
を用いて式（3）を書き直すと，

 σ̇ (x) = C(x) : ε̇ (x) + τ̇ p(x) + τ̇ thm(x)  （4）
ただし，
 τ̇ p(x) ≡ −C(x) : ε̇ p(x) and  τ̇ thm(x) ≡ −C(x) : (ε̇ th(x) + ε̇ m(x))

      （5）
となる。
次に，位置 xに依存しない参照弾性マトリクス C 0を導
入し，さらに式（4）を書き換えると，

 σ̇ (x) = C 0: ε̇ (x) + (C(x) − C 0) : ε̇ (x) + τ̇ p(x) + τ̇ thm(x)
         = C 0: ε̇ (x) + τ̇ (x)
  ∀x ∈V, ∂σ̇/∂x = 0    ∀x∈V, u̇ '#, σ̇ ∙ n − # （6）

となる。ただし，τ̇ (x)は RVE内の不均質を考慮した極テン
ソルである。式（6）のフーリエ空間における表現は

 σ̂̇ (ξ) = iC 0: (û̇'(ξ) ⊗ ξ) + τ̂̇ (ξ),   iσ̂̇ (ξ) ∙ ξ = 0 （7）
である。ただし，ξは周波数成分であり，イタリック体で
ない iは虚数である。式（7）から σ̂̇を消去すると，以下の式
が得られる。

 û̇'(ξ) = i—
2  (N0 ⊗ ξ + ξ ⊗ N0) τ̂̇ (ξ)  （8）

ただし，
 N0(ξ) = K0(ξ)−1, K0(ξ) = C 0: (ξ ⊗ ξ)  （9）

 ε̇̂ (ξ) = 
i—
2  (ξ ⊗ û̇'(ξ) + û̇'(ξ) ⊗ ξ) = −Γ̂ 0(ξ) : τ̂̇ (ξ) （10）

 Γ̂ 0(ξ) = 
1—
4  (Nli

0 ξj ξk + Nki
0 ξj ξl + Nlj

0 ξi ξk + Nkj
0 ξi ξl) （11）

であり，Γ̂0は周期的グリーン作用素である。式（10）のフー
リエ逆変換により不均質体におけるひずみ速度分布が得ら
れる。
これらの関係式の解（ひずみ速度分布と応力速度分布）
は以下に示す反復計算による数値解法によって得られる。

Initialisation: ε̇0 = ε̇ n(x), ∀x ∈V
Iteration: (n + 1): ε̇ n(x) and σ̇ n(x) are known
(a) σ̂̇ n = FFT(σ̇ n)
(b) Check convergence

 en = |√ < ||div(σ̇ n )||2 > − √ < ||div(σ̇ n−1)||2 > |
  = |√ < ||ξ ∙ σ̂̇ n (ξ)||2 > − √ < ||ξ ∙ σ̂̇ n−1 (ξ)||2 > | < ϵ
and

 en = √ < ||div(σ̇ n )||2 > = √ < ||ξ ∙ σ̂̇ n(ξ)||2 > < ϵ
if no macroscopic stress is imposed

 en = √ < ||div(σ̇ n)||2 >—
√ ||< σ̇ n >||  = √ < ||ξ ∙ σ̂̇ n(ξ)||2 >—

|| σ̂̇ n(0)||
 < ϵ   otherwise

(c) ε̇̂ n+1(ξ) = ε̇̂ n(ξ) − Γ̂ 0(ξ): σ̂̇ n(ξ)   ∀ξ ≠ 0   and   ε̇̂ n+1(0) = ε̄̇

(d) ε̇ n+1 = FFT −1(ε̇̂ n+1)

(e) σ̇ n+1(x) = g(ε̇ n+1(x))     ∀x ∈V

ここで，gは応力ひずみ関係を表す材料固有の関数である。
次に塑性ひずみ速度 ε̇  pについて，結晶塑性による定式
化を行う。結晶性金属材料の塑性ひずみは，すべり面にお
けるすべり方向の変形の帰結として表すことが可能であ
る。このすべり面とすべり方向は結晶構造によってほぼ決
定され，この組み合わせをすべり系とよぶ。fcc金属では
12のすべり系があり，bcc金属では 48の主たるすべり系が
存在するとされている。以下では fcc金属の代表的なすべ
り系である {111}<110>の 12個のすべり系を用いる。αす
べり系におけるすべり速度を γ̇αと書くと，塑性ひずみ速度
は全てのすべり系におけるすべり変形の和として次式で示
される。

 ε̇ p = ∑
α    

pα γ̇ α    （12）

ただし，pαは αすべり系における Schmidテンソルであり，
すべり方向ベクトル sαとすべり面の法線ベクトル mαを用
いて，以下で表される。

 pα = 1—2  (sα ⊗ mα + mα ⊗ sα)   （13）

すべり面に負荷される分解せん断応力は Schmid則に
よって応力テンソルから算出することが可能であるが，こ
の分解せん断応力が弾性限界を超えた場合に塑性変形が
発現する，この弾性限界を臨界分解せん断応力（Critical 
Resolved Shear Stress：CRSS）とよび，g αで表せば，以下の
式となる。
  | τ α | = | pα : σ | = g α    （14）

ここで，塑性ひずみ速度の対称性と塑性変形の非圧縮性を
考えると，塑性ひずみ速度の自由度は 5となるため，例え
ば fccにおける 12のすべり系全てを考えた場合に，ある塑
性ひずみ速度 ε̇  pを達成するための各すべり系におけるす
べり速度の組み合わせは無限に存在する不定問題となる。
このため，粘塑性型の構成式を用いて（このとき全てのす
べり系がすべる）各すべり系におけるすべり量を決定する
方法が一般的である 9-12)。
一方で，Hutchinsonはひずみ速度非依存型の構成式とし

て，同時にすべるすべり系の数を 5に限定した場合の解法
を示している 9)。すべり面に作用するせん断力の方向を考
慮すると，

 τ̇ α = sgn(τ α)ġ α    （15）
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と書くことができ，また微小変形を仮定すると

 σ̇ : pα = ∑
β    

hαβ γ̇ β    （16）

である。このとき，加工硬化則は以下の式で表すことがで
きる。

 ġ α = ∑
β    

hαβ | γ̇ β |        （17）

ここで，hαβは加工硬化パラメータであり，パラメータ H0

と初期降伏せん断応力 τ0，飽和応力 τ sを用いて次の式を用
いる 13)。

 hαα = h = H0 sech2 [  H0Σβ γ
 β

—τs− τ0
 ]   （18）

 hαβ = qh + (1 − q)hδαβ   （19）

ただし，qは自己硬化と潜在硬化との比であり，通常は 1.0
から 1.4程度の値をとる。
式（16）を展開すると，
 σ̇ : pα = C: (ε̇ − ε̇ p − ε̇ th − ε̇ m): pα 

         = C: (ε̇ − ε̇ th − ε̇ m): pα − ∑
β    

pα: C: pβ γ̇ β 

         = ∑
β    

hαβ γ̇ β    （20）

となるため，結局すべり系 αにおけるすべり速度が算出可
能となる。すなわち，

 γ̇ α = f α : (ε̇ − ε̇ th − ε̇ m)  with  f α = Σβ Y
αβ  C: pβ （21）

ただし，
 Yαβ = (X αβ )−1  and  X αβ = hαβ + pα : C: pβ  （22）

である。
ところで，弾性状態から弾塑性状態へ 1 stepで移行する
場合には，式（21）を直接離散化すると不都合が生じる 14)。
これは，当該ステップ初期においては，| τ α | <  g αであるため
である。しかし，当該 step終了時である Δt後には，弾塑
性状態となり，両者は一致している必要があるため，

 τ α + Δτ α = sgn(τ α) ( g α + Δg α)   （23）
である。従って，式（16）を増分型で書くと

 (σ + Δσ): pα = sgn(τ α)g α + ∑
β    

hαβ Δγ β  （24）

となり，最終的には以下の式を解くことになる。

  Δγ α = ∑
β   

Yαβ(σ : pβ + pβ: C: (Δε − Δεth − Δεm) − sgn(τ β) g β)
      （25）

step初期で既に弾塑性状態である場合には，臨界分解せ
ん断応力と負荷応力が一致しているはずなので，式（25）は
式（21）に一致する。

3.	 変態塑性ひずみ予測

相変態中の鉄鋼材料に応力が負荷されている場合，その
応力が当該温度における降伏応力以下の値であっても大き
な塑性変形を起こす現象を変態塑性現象とよび，その際に

生じるひずみを変態塑性ひずみとよぶ。変態塑性ひずみは
熱処理後の残留応力や形状に大きな影響を与えるため，熱
処理シミュレーションにおいて本現象の考慮は必須であ
る。Greenwoodと Johnsonは，変態塑性の発生原因が変態
中の体積変化によるひずみの accommodationであるとして，
変態塑性ひずみと変態時の体積変化とを関連付けるモデル
化を行った 15)。
一方で，Mageeは無拡散変態時には負荷応力によってバ

リアント選択に影響を与えるため変態塑性ひずみが生じる
とした 16)。また，Otsukaらは無拡散変態時にも体積膨張が
変態塑性ひずみ発生に対して大きな役割を担っていること
を示した 17)。Leblondは，Greenwood-Johnsonのメカニズム
に立脚し，母相（軟質層）のマトリクスから球状の新相（硬
質相＝塑性変形しないと仮定）が変態ひずみを伴って生成
した際の母相における弾塑性変形を解析的に解き，変態塑
性ひずみを定式化した 18)。本研究では，拡散変態時の変態
塑性計算を目的とするため，Greenwood-Johnsonのメカニ
ズムに立脚する。この場合，変態塑性ひずみは，古典的な
弾塑性構成式から導かれるため 19)，有限要素法 20)や上述
した高速フーリエ変換 14)による結晶塑性解析の枠組みがそ
のまま使えることになる。
次に，計算対象となる RVE内を多結晶体に分割するこ

とを考える。積分点（あるいは要素）毎に結晶方位を持つ
有限要素法とは異なり，高速フーリエ変換による結晶塑性
解析では，領域に等間隔に配置した格子点それぞれに結晶
方位を与え，各点における応力，ひずみを算出する。これ
らの格子について，ボロノイ多面体を用いていくつかの結
晶粒に分割するが，一つの結晶粒内では共通の初期方位を
持つものとする。したがって，異なる初期方位を持つ格子
点間に結晶粒界があるものと仮定できる。通常は結晶粒界
から変態核が生じるが，本研究では簡単のため，新粒の核
は RVE内からランダムに生じるものと仮定する。また，初
期組織に与える結晶方位もランダムに与える。64 × 64 × 64
の格子点中に 100個の結晶粒を配置した初期組織，および
そこから100個の新たな新相が生じた際の例を図1に示す。
また，このとき用いたパラメータを表1に示す。
新相は，母相とK-S関係を満たす結晶方位を持つ核が同

時に生じるとし，これらの核は等方的に（球状に）広がるが，
相変態を起こした格子点には変態ひずみ εm(x)が生じる。
以下では，RVE内の平均値をマクロ，各格子点での値をミ
クロと表現することとする。
高速フーリエ変換を用いた結晶塑性による相変態解析モ

デルの妥当性を確認するため，マクロな応力をゼロとした
場合，変態開始から終了までのマクロな変態ひずみは，理
論上以下の式で表される 21)。

 ε̄ = ε̄m = βz    （26）
ただし，ε̄はマクロなひずみであり，無負荷であるため変
態ひずみである ε̄mと一致し，変態完了までの変態膨張率 β
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をパラメータとした変態率 zとの線形関係にある。式（26）
が厳密に成り立つためには，材料が等方的である必要があ
るため，本妥当性の検証計算のみ，結晶方位によらず等方
的な弾性定数を用いることとする。

β = 1.536 × 10−3とした場合，数値計算で得られた変態率に
応じたマクロなひずみと式（26）から算出されるひずみ（βで
規格化）との比較を図2に示す。この結果から，ミクロな
変態ひずみの帰結として，変態率と線形にマクロなひずみ
が生じており，理論式と一致する。
このときの相の分布および母相と新相それぞれにおける
塑性ひずみを図3に示す。相変態による変態膨張は，マク
ロに等方的に膨張するため，一見何も起こっていないよう
に見えるが，実際は母相と新相の界面付近でミクロな変態
膨張による塑性変形を生じている（図 3（b），図 3（c））。しか

し，マクロに等方な材料の場合には，この塑性変形が統計
的にあらゆる方向で生じるため，体積変化を伴わない塑性

図1　ボロノイ多面体分割と新相生成例
（643の立方体格子中に100個の粒を埋め込んだ場合）
Sample	Voronoi	 tessellation	 and	 phase	 transformation;	
100	grains	in	643	cubic	space

表 1　結晶塑性計算に用いるパラメータ
Parameters	for	crystal	plasticity	calculation

Parent phase Daughter phase
Bulk modulus (GPa) 135 833 150 000
Shear modulus (GPa) 62 692 69 231

H0 (MPa) 10 550
τ0 (MPa) 30 100
τs (MPa) 40 130

q 1.0 1.0
Number of grains 100 100

図2　相変態中の平均ひずみ変化
（負荷応力無しで等方多結晶体の場合）

Evolution	 of	 the	macroscopic	 strain	with	 the	 volume	
fraction	of	transformed	phase	(no	applied	stress,	isotropic	
polycrystal)

図 3　3％変態時の塑性ひずみ分布
Local	plastic	strain	distribution	when	3%	transformed
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変形はマクロなひずみとしては生じない。Leblondのモデ
ルでは，新相の塑性変形は無視しているが，表 1を用いた
数値計算結果からは，新相においても塑性変形を生じてい
る様子が分かる。また，フェライト変態等では，母相より
も新相が軟質であることを考慮する必要もある。
次に，相変態中に一定応力が負荷されていた場合の計算
結果について述べる。相変態開始前に RVE内の平均応力
が指定の単軸応力（−90～90 MPa）となるように引張りある
いは圧縮のひずみを付与し，相変態が終了するまでこの当
該応力を保持する。このとき，無負荷～50 MPaの負荷応
力についてひずみ変化を示したものが図4（a）である。図 4
（a）から，応力の負荷によって変態終了時のひずみ量が変
化していることが分かる。ここで，負荷をかけた場合の変
態終了時におけるひずみ（変態終了後除荷）から，無負荷
時のひずみを除算すると変態塑性ひずみが得られる。各負
荷応力に応じて得られる変態塑性ひずみを図 4（b）に示す。
この結果から，負荷応力が −50～50 MPaの範囲であれば，
応力と変態塑性ひずみとにほぼ線形の関係があり，これは
文献に示される関係式 15, 18, 19)と定性関係が一致する。
一方で，負荷応力の絶対値が大きくなると，線形関係か

ら逸脱する。また，この閾値は，母相の降伏応力のおよそ
半分の値である。この挙動は文献値と一致する 15, 22)。図 4
（b）の低負荷応力（−50～50 MPa）における線形関係から変
態塑性係数を算出すると，KP = 2.20 × 10－5 MPa－1となり，

Leblondのモデルによる結果 KP = 2.17 × 10－5 MPa－1とほぼ一
致する結果が得られた。

4.	 変形集合組織予測

本セクションでは，高速フーリエ変換および結晶塑性に
よる変形集合組織予測方法と，その平面ひずみ圧縮計算へ
の応用について述べる。材料は変形中に局所的な回転を伴
うため，変形集合組織が形成され，異方性等の材質に影響
を与える。結晶塑性による変形集合組織の予測は，有限要
素法によるもの 23)，高速フーリエ変換によるもの 8)，セル
フコンシステント法によるもの 8)等が提案されている。こ
れらの文献では，粘塑性型の構成式が用いられているが，
ひずみ速度敏感性指数（以下 m値）などのパラメータによ
る計算結果への影響は明らかでない。そこで，本研究では，
この m値を変化させた場合およびひずみ速度非依存型の
構成式を用いた場合の平面ひずみ圧縮集合組織に与える影
響を調査する。
まず，結晶の回転を考慮した式展開について述べる。こ

こで，回転を伴うような大変形の解析を行う場合，有限変
形理論に基づいた式展開が必要であるが，以下では微小変
形理論に則っているため，変形が大きくなった際に厳密解
とかい離することが予想される。さらに，高速フーリエ変
換では，計算格子点が不動のため，実際には何らかの方法
での補完が各ステップで必要になるが 8)，本研究では簡単
のため格子点は不動と仮定した。
結晶の回転は，スピンテンソルを用いて計算する。すな

わち，各ステップでのすべり方向，すべり面およびオイラー
角変化は，速度こう配の弾塑性分解

 L = L* + Lp    （27）
を考えると，弾性スピンW*を用いて，以下のように表さ
れる。

 ṡ = W  *s,   ṁ  = W  *m   （28）

 φ̇1  = −(W23
* sin φ1 − W31

* cos φ1) cot φ + W12
*

 φ̇ = W31
* sin φ1 + W23

* cos φ1

 φ̇2  = 
W23

* sin φ1 − W31
* cos φ1—

sin φ
    （29）

ただし，オイラー角は Bunge表記である。弾性スピンは，
弾性速度こう配テンソルの反対称成分である。

 W  *  = 1—2  (L* − L*T )    （30）

塑性スピンは，

 w α = 1—2  (sα ⊗ mα − mα ⊗ sα)   （31）

を用いれば，

 W  p = ∑
α   

w α γ̇ α    （32）

と表すことができるので，スピンが求まれば弾性スピンも

図4　負荷応力と変態塑性ひずみとの関係
Transformation	plastic	strain	under	several	applied	stresses
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容易に計算することができる。式（10），（11）と同様に，極テ
ンソルを用いれば，スピンテンソルのフーリエ空間表記

 Ŵ(ξ) =
1—4  (ξ ⊗ û̇'(ξ) − û̇'(ξ) ⊗ ξ) = −Γ̂' 0(ξ) : τ̂̇ (ξ) （33）

 Γ̂' 0(ξ) = 
1—4  (−Nli

0 ξj ξk + Nki
0 ξj ξl − Nlj

0 ξi ξk + Nkj
0 ξi ξl) （34）

から求めることが可能である。この場合，極テンソルその
ものを計算する必要がある。粘塑性型の結晶塑性モデルと
しては，ひずみ速度敏感性指数 mを用いて，下記の式を用
いる 9-12)。

 γ̇ α = γ̇ 
0 ( τ α

—gα  ) | τ α
—gα  |  1—m  −1   （35）

この場合，すべてのすべり系が活動することになるが，m
値が十分小さい場合には，ひずみ速度非依存の構成式に近
づく。
以上の式を用いて，1283個の格子点から成る RVE内に

2 000個の結晶粒を配置し（図5），平面ひずみ圧縮時の変
形集合組織計算を実施する。初期方位として，2 000個の
結晶粒にランダムな結晶方位を与え，y方向（幅方向）の平
均ひずみを 0とし，z方向に 30％の圧縮ひずみを加えた場
合の集合組織について以下で述べる。
式（35）におけるm値を 0.05から 0.5まで変化させた場合

の ODF（φ2 = 45°）を図6（a）～（e）に，式（21）で計算した場合
の ODFを図 6（f）に示す。これらの結果から，何れの条件
においても，Copper方位および Brass方位が発達した典型
的な板厚中心の圧延集合組織が得られている。これは，圧
延による板厚中心部のひずみは，平面ひずみ圧縮状態に近
いためである。
一方で，m値に応じて集合組織の発達に変化がみられる。

m値が 0.05の場合，全体的に集合組織が弱いが，Copper
方位が Brass方位に比べて強度が高い。また，m値が上が
るに従い，Brass方位の強度が高くなり，逆に Copper方位
の強度が弱くなる傾向にある。ひずみ速度非依存型の構成
式を用いた場合には，m値が小さい場合のように，Copper
方位の強度が Brass方位よりも強くなっている。これは，m
値が小さいとひずみ速度依存が小さくなるという式（35）の

構成式の特徴に合致する（m→ 0でひずみ速度依存無し）。
この m値の変化は材料の温度依存性と読み替えることも可
能であるが（m値小で低温，m値大で高温），m値の変化
による加工硬化挙動と集合組織形成との関連性は，積層欠
陥エネルギーの影響と定性的に一致しており関連性が考え
られる。

5.	 結　　　言

高速フーリエ変換を用いた結晶塑性解析方法を示し，そ
の変態塑性解析および集合組織解析への適用について述
べた。高速フーリエ変換を用いた結晶塑性解析手法は，有
限要素法によるものと比べて，周期境界条件に限定される
ものの，非常に少ない計算リソースでの演算が可能であり，
大規模解析が可能である。
本手法を用いた変態塑性の解析では，数値計算から変態

塑性ひずみを数値予測することが可能となり，Leblondの
解析モデルと結果が一致した。また，高応力下における変
態塑性ひずみの非線形性も，単結晶の弾塑性構成式から自
然な形で算出することができた。
さらに，本手法は変形集合組織の計算にも応用可能であ

り，30％平面ひずみ圧縮時の集合組織予測を実施しひずみ
速度敏感性指数（m値）が集合組織形成に与える影響を考
察した。その結果，m値が小さい場合およびひずみ速度非

図5　ボロノイ多面体分割
（1283の立方体格子中に2	000個の粒を埋め込んだ場合）
Voronoi	tessellation	(2	000	grains	in	1283	cubic	space)

図 6	 集合組織（φ2=	45°）に与えるひずみ速度敏感性指数の
影響

Strain	 rate	 sensitivity	 exponent	 dependence	 on	ODF	
(φ2=	45°)
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依存型の構成式を用いた場合には，Copper方位の強度が
高く，Brass方位が低い強度となり，m値が高い（ひずみ速
度に敏感）場合には，Brass方位の強度が高く，Copper方
位の強度が低下することが分かった。
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